報道関係者各位

０６年度入学式「日の丸・君が代」不当処分不服審査請求にあたっての声明
　本日、私たちは、０６年度入学式における５名の「不当処分」の撤回を求め、東京都人事委員会へ不服審査請求を行った。「10.23通達」以降、大量の教職員が「不当処分」されてきた。いま都教委は、「日の丸・君が代」強制に異を唱える者、抵抗する者をまさに「根絶」しようと躍起になっている。あろうことか、「内心の自由」に関わる事柄を事前に説明すべき状況において、様々な事情に苦慮しながら対応した教員を、「不適切な指導」として「厳重注意」に処するという暴挙にでた。そしていまや都教委はその矛先を生徒・保護者にもむけてきている。６月１６日の都議会文教委員会では、「教員への校長の職務命令には、生徒に対するホームルームなどでの事前指導も含まれている」として、「起立して斉唱するよう教員を指導する」という校長の職務命令の指導範囲を拡大し締め付けを強化しようとしている。周知のように、０３年度周年行事・０４年３月卒業式・４月入学式の処分取消を求める人事委員会審理も未だ継続中であり、しかも０５年以降の卒業式・入学式の被処分者にいたっては未だ審理すら行われていない。都教委は、公務員の身分の救済制度として存在する人事委員会制度上の手続き・進行を一切無視して「10.23通達」以来重ねての処分を乱発しているのである。しかし、東京都のこの「異常な教育行政」が続く限り、人事委員会への新たな審査請求が絶えることは、絶対にありえない。
「日の丸・君が代」強制の問題は、この「異常な教育行政」の象徴であり、石原都知事を先頭とする東京都の教育方針の本質を露骨にあらわしているものにほかならない。４月１３日のいわゆる「職員会議における『挙手・採決』禁止」通知、来年度からの「奉仕」（「都教委版学習指導要領」と称するものにもとづく「東京都設定科目」）の必修化、等々。現場の混乱は増すばかりである。東京都はこの間、強権的な手法で「学校改革」を進めてきた。学校を企業体と見立て、管理職を「経営者」と呼び、徹底した上意下達の運営システムを学校現場に貫徹しようとしたものである。「職員会議は論議する場ではない」などと、居丈高に振る舞う校長も少なくない。それが「優れた指導力のある管理職」とされているからである。このような「改革」によってもたらされたものは「学び」を共有してきた従来の学校空間の根底的な破壊でしかない。
これまで、人事委委員会審理や再発防止研修の裁判などで、都教委のこれまでの「指導」と称する強制の実態はもはや明らかである。校長らを完全に管理・統制し、「処分」を前提にして「職務命令」を出すことを強要したのである。そして「職務命令はすべて校長の判断である」「校長の責任で職務命令は出された」などと恥ずかしくもなく言い放っているのが、都教委の幹部たちなのである。本日も「10.23通達」以降、「校長への指導」を中心的に進めてきた賀澤恵二氏（元高校指導課長）の人事委員会審理が行なわれる。ここではその具体的な現実が多くの点で明らかにされることになるはずである。
　すでに０６年３月の卒業式・４月の入学式における被処分者には今年も「再発防止研修（７月２１日）」が発令されている。この「研修」の内実は「上司の職務命令に違反した」という形式のみを取り上げ、被処分者が何故それに従えなかったのか、といった内面への配慮は一切なされない。したがってそれは「外形的行為」を罪に問うことによって、その者の「内心」を踏みにじり否定し、もって「外形的行為」と不可分な「思想・信条・良心」の「転向」を要求しているものにほかならない。断固抗議する。

　私たちは今後も、「日の丸・君が代」強制に象徴される、都教委の教育行政の異常な実態と問題点を白日の下にさらし、東京都の教育を、ふたたび都民の手に取り戻していく闘いを展開していく覚悟である。
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 　　　「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
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